
課題 空き家になる前の段階から、相続や生前贈与など住まいの将来の相談が出来る体制を構築し、流通困難物件や管理不全物件
の発生を予防し、課題が複雑化した空き家の発生を抑止する必要がある

目的 これまで大牟田市と構築してきた各種専門家や企業と連携した「空き家相談窓口」の運営ノウハウを活かし、その対象地域
を「有明圏域定住自立圏」へ拡大し、圏域全体の空き家問題解決と移住定住策を模索する。

また、地域包括ケアシステムを活用し、地域包括支援センターや介護支援専門員と連携し、空き家になる前の段階から住
まいの相談が出来る体制を整え、空き家予備軍に対して早期の支援体制や住み替えの提案が出来る体制を構築する。

その結果、流通困難物件や管理不全物件の発生を未然に抑止し、空き家所有者や将来の相続人の経済的負担の軽減を図り、
空き家の流通・利活用・建物の除却を促進させ、老朽危険家屋を減らすなど社会環境の向上と地域経済の活性化を促す。

取組内容 ●専門家との連携 ●相談窓口の運営 ●市民向けセミナーの開催 ●相談会の開催 ●空き家対策検討委員会の開催
●リモート相談 ●マッピングシステムの活用・情報共有 ●空家発生抑止会議の開催 ●YouTubeチャンネルでの情報発信
●地域包括支援センターと連携会議の開催 ●福祉関係者向け向けセミナーの開催 ●介護支援専門員と協力した相談員派遣

成果 ●空き家空き地相談窓口の運営 ●定住自立圏内自治体との連携体制構築 ●市民向けセミナー・相談会の開催
●福祉関係者向け研修会の開催 ●空き家・空き地パンフレット作製 ●空き家発生抑止パンフレット
作製
●セミナー動画撮影・動画の配信 ●コミュニティーFMでのCM                          ●インターネット広告配信
●相談窓口利用者分析表 ●利用者の声 ●各種広告物 ●福祉職員向け研修会資料

有明圏域定住自立圏における空き家相談窓口運営と
地域包括ケアシステムを活用した空き家発生抑止事業（ありあけ不動産ネット協同組合）
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